
議案第25号

（総則）

第１条 令和６年度鴨川市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 床

（２）

人

人

（３）

人

人

（４）

千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 事業収益 千円

第１項 医業収益 千円

第２項 医業外収益 千円

第１款 事業費 千円

第１項 医業費用 千円

第２項 医業外費用 千円

令和６年度鴨川市病院事業会計予算　　　　　

病 床 数 70

年 間 患 者 数

41,452

57

20,805入 院

外 来

一 日 平 均 患 者 数

入 院

建 設 改 良 費

収 入

外 来 141

主要な建設改良事業

1,523,272

61,137

1,375,269

148,003

支 出

1,523,272

1,452,340

70,932

議
2
5
-
1
　



（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 73,930千円は、過年度分損益

勘定留保資金 73,716千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 214千円で補塡するものとする。）。

第１款 資本的収入 千円

第１項 企業債 千円

第２項 出資金 千円

第１款 資本的支出 千円

第１項 建設改良費 千円

第２項 企業債償還金 千円

（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還方法は、次のとおりと定める。

医療機器整備

事業 証券発行

5.0％以内（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金について、利率の見
直しを行った後においては、当該見直
し後の利率）

25,300 普通貸借又は

起債の目的
限度額

（千円）
起債の方法

63,849

支 出

25,300

38,549

137,779

61,137

76,642

利率 償還の方法

政府資金及び地方公共団体金融機構資金については
その融通条件により、銀行その他の場合にはその債
権者と協定するものによる。
ただし、企業財政の都合により、据置期間及び償還
期限の短縮、繰上償還並びに低利債への借換えをす
ることができる。

計 25,300

収 入

議
2
5
-
2
　



（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、60,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 医業費用

（２） 医業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職員給与費 千円

（２） 交　際　費 千円

（他会計からの補助金）

第９条 病院運営助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、106,475千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第10条 たな卸資産購入限度額は、80,101千円と定める。

令和６年２月22日提出

鴨川市長　長谷川　孝夫

886,810

50

議
2
5
-
3
　



（単位　千円）

１

１

１

２

３

４

５

６

７

８

２

１

２

３

４

５

事業収益 1,523,272

医業収益 1,375,269

１）令和６年度鴨川市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収 入

款 項 目

訪問介護ステーション収益 16,252

予定額 備考

その他医業収益 50,695

訪問看護ステーション収益 68,766

入院収益 810,375

外来収益 404,256

居宅介護支援収益 17,291

地域包括支援センター収益 1,374

訪問リハビリテーション収益 6,260

負担金交付金 17,673

医業外収益 148,003

受取利息配当金 1

長期前受金戻入 12,444

他会計補助金 107,275

その他医業外収益 10,610

議
2
5
-
4
　



（単位　千円）

１

１

１

２

３

４

５

６

２

１

２

３

給与費

消費税及び地方消費税

889,130

材料費 84,105

支 出

事業費 1,523,272

医業費用 1,452,340

款 項 目 予定額

資産減耗費 1,485

研究研修費 85,461

経費 244,631

減価償却費 147,528

備考

4,243

医業外費用 70,932

支払利息及び企業債取扱諸費 7,814

その他医業外費用 58,875

議
2
5
-
5
　



（単位　千円）

１

１

１

２

１

（単位　千円）

１

１

１

２

１ 企業債償還金 76,642

企業債償還金 76,642

備考予定額

支 出

項

資本的収入及び支出

収 入

款 目 予定額 備考

資本的収入 63,849

企業債

企業債

25,300

企業債 25,300

出資金

建設改良費 61,137

有形固定資産購入費 61,137

38,549

資本的支出 137,779

款 項 目

出資金 38,549

25,300

出資金 38,549

議
2
5
-
6
　



１ 業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

長期前払消費税の増減額（△は増加）

有形固定資産除却損

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

　　　２）令和６年度鴨川市病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　

　　　（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

783

△ 27,556

0

△ 12,444

23,181

△ 61,137

0

147,528

8,976

6,109

146,577

△ 76,642

0

△ 61,137

25,300

72,647

365,543

438,190

38,549

△ 12,793

議
2
5
-
7
　



１　総括

※（）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その１週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職

員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の外書き

438 15,176 76,243

9,123 209,32526,836 636

３）給与費明細書

1,169 0 3,143 17,168 23,237 △ 540

46,626 1,866 5,151

△ 1,615 9,416 389 9,258

285,568

5,898 8,109 29,289 4,162

5,589 24,299

（千円） （千円） （千円）

0 2,790 68,839

5,933 86,0076,494 38,705 4,551 36,094 1,805 1,32669,8630

宿日直
手当

初任給
調整
手当

合計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円） （千円） （千円）

勤勉手当 住居手当通勤手当

比較

管理職
手当

期末手当

特別職

（人）

一般職

（人）

(75)

6

(4)

（千円） （千円） （千円）

区分

本年度

前年度 5

7

209,325

法定福利費
報酬 給料 手当 計

職員数
合計

特殊勤務
手当

夜間勤務
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

管理職員
特別勤務
手当

886,810

（千円） （千円）

給与費

2

71

(71)

77

776,528

19,436 110,282△ 1,234 15,837

175,538

156,102620,426

職
員
手
当
の
内
訳

区
分

本
年
度

前
年
度

比
較

扶養手当

（千円）

4,902

△ 996

76,243 90,846

（千円）

136,126 289,578 285,568 711,272

137,360 273,741

議
2
5
-
8
　



ア　会計年度任用職員以外の職員

※（)内は、再任用短時間勤務職員の外書き

15,176 44,222

77

(0)

71

(0)

6

(0)

0 3,1431,169

636 0

3,659 △ 540 438

5,151

4,725
比
較

△ 996 △ 1,615 9,416 389 9,258

前
年
度

5,898 8,109 29,289 4,162 26,836

5,589 24,299 242,592

2,790 57,884 46,626 1,866 198,3709,123

1,805 0 5,933 62,609 50,285 1,326
本
年
度

4,902 6,494 38,705 4,551 36,094

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

初任給
調整
手当

合計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末手当 勤勉手当 住居手当
宿日直
手当

12,181 72,290

職
員
手
当
の
内
訳

区
分

扶養手当 通勤手当
特殊勤務

手当
夜間勤務

手当
時間外勤務

手当
休日勤務

手当

比較 2

125 273,741 198,370 472,236

50 15,837 44,222 60,109

本年度 7 146,250 678,595

前年度 5 134,069 606,305

289,578 242,592

（千円）

給料 手当

（千円） （千円）

計特別職 一般職

（人） （人） （千円） （千円）

175 532,345

報酬区分

職員数 給与費
法定福利費 合計

（千円）

議
2
5
-
9
　



イ　会計年度任用職員

※（）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その１週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職

員の１週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の外書き

0 32,021

0

(75)

0

(71)

0

(4)

0 00

0 0

19,578 0 0

0

12,443
比
較

0 0 0 0 0

前
年
度

0 0 0 0 0

0 0 42,976

0 10,955 0 0 10,9550

0 0 0 23,398 19,578 0
本
年
度

0 0 0 0 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

初任給
調整
手当

合計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

管理職員
特別勤務

手当

管理職
手当

期末手当 勤勉手当 住居手当
宿日直
手当

7,255 37,992

職
員
手
当
の
内
訳

区
分

扶養手当 通勤手当
特殊勤務
手当

夜間勤務
手当

時間外勤務
手当

休日勤務
手当

比較 0 △ 1,284 0 32,021 30,737

前年度 0 22,033 170,223137,235 0 10,955 148,190

（千円） （千円）

本年度 0 29,288 208,215135,951 0 42,976 178,927

区分

職員数 給与費
法定福利費 合計

特別職 一般職

（人） （人）

報酬 給料 手当 計

（千円） （千円） （千円） （千円）

議
2
5
-
1
0
　



２ 給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 説明 備考

給与改定に伴う

給料 15,837
増減分

昇給に伴う
増加分

その他の増減分 6,863 職員の異動等

制度改正に伴う

職員手当 76,243
増減分

その他の増減分 41,972 職員の異動等

34,271

増減事由別内訳（千円）

3,149

5,825

議
2
5
-
1
1
　



３　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

医療職給料表

(三)適用職員

令和 平均給料月額(円) 303,695

平均給与月額(円) 372,413

現在 平均年齢月数(歳)            47. 5

令和 平均給料月額(円) 296,021

平均給与月額(円) 376,360

現在 平均年齢月数(歳)            46. 6

　　イ　初任給

一般行政職

(円) (円) 短大卒 （円) （円) 短大卒 （円) 旧中５卒　　　　　　　 (円)

170,900

196,200

短大卒 短大卒

166,600

196,200

区分
行政職給料表適用 教育職給料表 医療職給料表 医療職給料表

一般行政職 技能労務職 適用職員 (一)適用職員 (二)適用職員

298,890 491,842 307,915

６年２月１日 357,200 1,016,932 379,282

            46. 6             52. 0             46. 0

297,709 480,600 313,275

５年２月１日 364,904 993,441 379,400

            45. 8             52. 3             47. 4

区分
行政職給料表適用 教育職給料表 医療職給料表 医療職給料表

335,400 202,800 230,800

医療職給料表

技能労務職 適用職員 (一)適用職員 (二)適用職員 (三)適用職員

182,700 183,500

大学卒

鴨川市

高校卒 186,000 189,300

大学卒

264,700 202,800 228,500

国

高校卒
旧中５卒　　　　　　 　

議
2
5
-
1
2
　



 ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比
（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

令和

令和

区分

行政職給料表適用職員 教育職給料表 医療職給料表 医療職給料表 医療職給料表
一般行政職 技能労務職 適用職員 （一）適用職員 （二）適用職員 （三）適用職員

７級 1 10.0

６級 1 10.0

５級 1 10.0 5 38.4 2 5.0
６年２月１日

４級 1 7.7 7 17.5

３級 1 14.2 2 15.4 4 10.0
現在

２級 7 70.0 3 42.9 4 30.8 26 65.0

１級 3 42.9 1 7.7 1 2.5

計 10 100.0 7 100.0 13 100.0 40 100.0

７級 1 9.1

６級 1 9.1

５級 1 9.1 5 41.7 1 2.6
５年２月１日

４級 1 9.1 2 16.7 6 15.8

３級 2 25.0 1 8.3 4 10.5
現在

２級 5 45.4 3 37.5 4

１級 2 18.2 2 5.3

33.3 25 65.8

100.0

3 37.5

100.08 100.0 12 100.0 38計 11

議
2
5
-
1
3
　



（級別の基準となる職務）

区分
行政職給料表 教育職給料表 医療職給料表(一) 医療職給料表(二) 医療職給料表(三)

適用職員 適用職員 適用職員 適用職員 適用職員

７級 事務長、主幹

６級 次長

５級 係長、主査 技師長、係長
看護師長

保健師長

４級 副主査 主任技師、主査
看護師長、主任看護師

主任保健師、主査

３級 主任主事、主任技師 病院長、医療参事 技師
主任看護師、主任保健師

主任准看護師、看護師、保健師

２級 主事、技師 副院長、医長 技師
看護師、准看護師

保健師

１級 主事、技師 医師 技師 准看護師

議
2
5
-
1
4
　



 エ　昇給

教育職給料表 医療職給料表 医療職給料表 医療職給料表

一般行政職 技能労務職 適用職員 (一)適用職員 (二)適用職員 (三)適用職員

　職員数 （Ａ）（人） 77 11 8 16 42

　昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 54 8 4 9 33

1号給（人）

2号給（人）

3号給（人） 2 2

4号給（人） 52 8 4 9 31

5号給（人）

6号給（人）

7号給（人）

8号給（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 70.1 72.7 50.0 56.3 78.6

　職員数 （Ａ）（人） 70 11 7 13 39

　昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 54 10 4 7 33

1号給（人） 1 1

2号給（人）

3号給（人） 1 1

4号給（人） 52 10 4 6 32

5号給（人）

6号給（人）

7号給（人）

8号給（人）

　比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 77.1 90.9 57.1 53.8 84.6

前
年
度 　号給数別内訳

区分 合計
行政職給料表適用

本
年
度 　号給数別内訳

議
2
5
-
1
5
　



 オ　期末手当・勤勉手当

 カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区分
支給期別支給率

支給率計（月分）
職務上の段階、職務の

備考
6月（月分） 12月（月分） 級等による加算措置

本年度 ２．２５ ２．２５ ４．５０ 有

前年度 ２．２０ ２．２０ ４．４０ 有

国の制度 ２．２５ ２．２５ ４．５０ 有

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

47.709 47.709

定年前早期退職

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職

特例措置

（支給率等） （2％～45％加算）

特例措置

（2％～20％加算）

国の制度
24.586875 33.27075

議
2
5
-
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 キ　特殊勤務手当

全職種

（％）

（％）

医療危険手当、夜間看護手当

 ク　その他の手当

区分 差異の内容

扶養手当

住居手当

区分

給料総額に対する比率
９．４６

（令和６年２月１日現在）

支給対象職員の比率
６０．００

（令和６年２月１日現在）

・ 乗用車等を使用する場合      単価及び支給限度額が国と異なる

代表的な特殊勤務手当の名称

国の制度との異同

同

同

通勤手当 異

議
2
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-
1
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令和５年12月議決

令和５年12月議決

通信等施設設備及び事務機器等の保
守に係る委託料

医療機器等の保守及び業務支援に係
る委託料

5,988

13,724

5,988

４）債務負担行為に関する調書

事項 限度額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期間 金額 期間 金額 医業収益

令和６年度まで

令和６年度まで

13,724

5,988

13,724

院内医療ガス設備に係る賃借料 千円 千円

令和元年12月議決 79,200 22,300 56,900令和５年度まで

千円 千円

56,900令和９年度まで

令和２年度から

事務機器等に係る賃借料

令和５年12月議決 3,103 令和６年度まで 3,103 3,103

議
2
5
-
1
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１

（１）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）

イ

２

（１）

（２）

（３）

（４）

資 産 合 計 3,404,045

現 金 預 金

880,084

そ の 他 流 動 資 産 700

流 動 資 産 合 計

438,190

投 資 そ の 他 資 産 計 156,976

4,055

流 動 資 産

2,523,961

長 期 前 払 消 費 税 156,976

437,475

437,139△ 336

投 資 そ の 他 資 産

△ 4,236 1,455

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

2,366,985

△ 291,598 1,990,285

2,281,883

5,691

△ 382,822 106,662

489,484

△ 119,492 43,971

0

163,463

千円 千円 千円

16,382

５）令和６年度鴨川市病院事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産 千円

有 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 物 附 属 設 備

減 価 償 却 累 計 額

建 物

減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

未 収 金

有 形 固 定 資 産 合 計

△ 103,712 205,653

309,365

△ 38,705 2,577

41,282

議
2
5
-
1
9
　



３

（１）

イ

（２）

（３）

イ

４

（１）

イ

（２）

（３）

（４）

イ

５

（１）

繰 延 収 益 合 計 260,390

長 期 前 受 金 413,003

長期前受金収益化累計額 △ 152,613

繰 延 収 益

220,058

賞 与 引 当 金 42,824

引 当 金

リ ー ス 債 務 29,962

未 払 金 61,914

充 て る た め の 企 業 債 85,358

建 設 改 良 等 の 財 源 に

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

1,732,270

引 当 金

リ ー ス 債 務 14,009

建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 1,679,663

企 業 債

負 債 の 部

固 定 負 債 千円 千円 千円 千円

負 債 合 計 2,212,718

流 動 負 債 合 計

修 繕 引 当 金 38,598

議
2
5
-
2
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６

７

（１）

イ

ロ

ハ

（２）

イ

ロ

3,404,045負 債 資 本 合 計

56,078

資 本 合 計 1,191,327

剰 余 金 合 計

11,233 30,033

減 債 積 立 金 18,800

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 26,045

当年度未処分利益剰余金

補 助 金 14,623

負 担 金 7,542

寄 附 金 3,880

資 本 剰 余 金

剰 余 金

1,135,249

資 本 の 部

資 本 金

千円 千円 千円 千円

議
2
5
-
2
1
　



令和６年度鴨川市病院事業会計予算の財務諸表に関する注記表 

 

１ 重要な会計方針 

平成 26 年度から、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成しています。 

【改正内容】 

・「借入資本金」（＝企業債）を「負債」として計上 

・適用が任意とされていた「みなし償却制度」を廃止 

・計上が任意とされていた引当金の計上を義務化（要件に該当した場合） 

 

(１) 借入資本金の表示区分の変更 

借入資本金（企業債）は、民間の企業会計においては、社債又は借入金として負債に整理されているものですが、地方公営企業会計

においては、昭和 27 年の地方公営企業法制定時から、自己資本金と並んで借入資本金として整理されています。これまで「負債」と

して整理すべきとの考えもありましたが、表示区分の変更は見送られてきた経緯があります。しかし、地方公営企業法施行令等の改正

をもって、地方公営企業会計の「借入資本金」を「負債」に表示区分の変更をすることとなりました。 

(２) 補助金等により取得した固定資産の償却制度の変更 

任意適用が認められていました、「みなし償却制度」は廃止され、償却資産の取得又は改良に充てるために交付された補助金等は、そ

の交付相当額を長期前受金として負債の部の繰延収益に計上した上で、減価償却に応じて順次収益化することとなりました。 

「みなし償却制度」とは、地方公営企業の固定資産で資本的支出に充てるために交付された補助金等をもって取得したものについて

は、当該固定資産の取得に要した価額からその取得のために充てた補助金等の金額に相当する金額を控除した金額を帳簿原価等とみな

して、各年度の減価償却額を算出することができる制度です。 

(３) 引当金の計上方法 

①退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備え、退職組合に加入し負担金として対応しており、将来的に追加負担が見込まれないため計上しません。 

ただし、追加的に引当の必要が生じると見込まれる場合については、状況に応じて積み立てることとしています。 

②賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上していま

す。 

 

議
2
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③貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上しています。 

(４) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

・建物、建物附属設備、構築物    定額法 

・器械備品、車両運搬具       定率法 

・主な耐用年数 

  建物      14～47 年 

  建物附属設備  ６～15 年 

  構築物     10～60 年 

  器械備品    ５～10 年 

  車両運搬具   ５～６年 

 

２ その他の注記 

(１) 修繕引当金に関する経過措置 

平成 26年 3 月 31 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととします。 

(２) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

平成 26 年 3 月 31 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、   

平成 26 年 3 月 31 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把握できる資産を除いたす

べての資産（補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産を除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理して

います。 

議
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-
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１

（１）

（２）

（３）

（４） 訪問看護ステーション収益

（５）

（６） 訪問介護ステーション収益

（７） 地域包括支援センター収益

（８） 訪問リハビリテーション収益

（９） 他会計負担金

２

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

３

（１）

（２）

（３）

６）令和５年度鴨 川市 病院 事業 予定 損益計算書

15,381

58,354

千円 千円 千円 千円

そ の 他 医 業 収 益 51,779

外 来 収 益 350,515

入 院 収 益 615,717

医 業 収 益

居 宅 介 護 支 援 収 益 17,159

1,076

材 料 費 95,944

給 与 費 754,294

医 業 費 用

36,294 1,153,472

7,197

研 究 研 修 費 66,849 1,270,441

資 産 減 耗 費 1,135

減 価 償 却 費 164,521

経 費 187,698

104,819

受 取 利 息 配 当 金 1

116,969

医 業 外 収 益

医 業 損 失

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 15,536

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

議
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-
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（４）

（５）

（６）

４

（１） 支払利息及び企業債取扱諸費

（２）

６

（１）

７

（１） 0

0

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失 0

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

0

0

負 担 金 交 付 金 19,336

補 助 金 152,0933,620

そ の 他 医 業 外 収 益 8,781

当年度未処分利益剰余金

7,590

11,233

28,244

前年度繰越利益剰余金 39,477

当 年 度 純 損 失

88,725

経 常 損 失 28,244

そ の 他 医 業 外 費 用 55,778 63,368

医 業 外 費 用

議
2
5
-
2
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１

（１）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

（２）

イ

２

（１）

（２）

（３）

（４）

資 産 合 計 3,448,934

そ の 他 流 動 資 産 700

流 動 資 産 合 計 779,881

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 資 産

長 期 前 払 消 費 税

投 資 そ の 他 資 産 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

千円

有 形 固 定 資 産

千円 千円 千円

７）令和５年度鴨川市病院事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資 産 の 部

固 定 資 産

建 物 附 属 設 備 41,282

減 価 償 却 累 計 額 △ 237,479 2,044,404

建 物 2,281,883

土 地 16,382

器 械 備 品 463,867

減 価 償 却 累 計 額 △ 78,293 231,072

構 築 物 309,365

減 価 償 却 累 計 額 △ 38,662 2,620

△ 3,914 1,777

車 両 運 搬 具 5,691

減 価 償 却 累 計 額 △ 345,159 118,708

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定 0

減 価 償 却 累 計 額 △ 89,530 73,933

リ ー ス 資 産 163,463

有 形 固 定 資 産 合 計 2,488,896

180,157

180,157

409,583

未 収 金 409,919

365,543

2,669,053

貸 倒 引 当 金 △ 336

4,055

議
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３

（１）

イ

（２）

（３）

イ

４

（１）

イ

（２）

（３）

（４）

イ

５

（１） 長 期 前 受 金 413,003

長期前受金収益化累計額 △ 140,169

繰 延 収 益 合 計 272,834

負 債 合 計 2,296,156

流 動 負 債 合 計 201,032

繰 延 収 益

賞 与 引 当 金 38,622

引 当 金

リ ー ス 債 務 29,962

未 払 金 55,806

企 業 債

建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 76,642

固 定 負 債 合 計 1,822,290

流 動 負 債

修 繕 引 当 金 38,598

リ ー ス 債 務 43,971

引 当 金

企 業 債

建 設 改 良 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債 1,739,721

負 債 の 部

固 定 負 債 千円 千円 千円 千円

議
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６

７

（１）

イ

ロ

ハ

（２）

イ

ロ

資 本 の 部

千円 千円 千円 千円

資 本 金 1,096,700

剰 余 金

負 債 資 本 合 計 3,448,934

資 本 剰 余 金 合 計 26,045

利 益 剰 余 金

11,233 30,033

剰 余 金 合 計 56,078

資 本 合 計 1,152,778

減 債 積 立 金 18,800

寄 附 金 3,880

負 担 金 7,542

補 助 金 14,623

資 本 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

議
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（単位　千円）

１

１

１ 入院患者収益

２ 外来患者収益

３ 個室使用料等

集団健康診断料、予防接種料等

受託検査等

文書料等

４ 訪問看護ステーション利用料

５ 居宅介護支援利用料

６ 訪問介護ステーション利用料

７ 介護予防支援収益

８ 訪問リハビリテーション利用料

２

１

２ 不採算地区病院分等の繰入

補助金（運営費分）

３

４

５ 売店売上代等

居宅介護支援収益 17,291

医業外収益

令和６年度鴨川市病院事業会計予算実施計画に関する内訳書

収益的収入及び支出

収 入

款 項

医業収益

入院収益 810,375 入院収益 810,375

1,375,269

50,695 室料差額収益 18,396

一般健康診断料、人間ﾄﾞｯｸ利用料等

説明
区分 金額

11,793

受託検査施設利用収益

公衆衛生活動収益

347

医療相談収益 5,143

その他医業収益

15,016

目

事業収益 1,523,272

外来収益 404,256 外来収益 404,256

予定額
節

他会計補助金 107,275 一般会計補助金

その他医業収益

居宅介護支援収益

訪問介護ステーション収益

148,003

16,252

地域包括支援センター収益 1,374 地域包括支援センター収益

訪問リハビリテーション収益

訪問介護ステーション収益

受取利息配当金 1 預金利息 1

68,76668,766

17,291

訪問看護ステーション収益

6,260 訪問リハビリテーション収益

16,252

負担金交付金

その他医業外収益

長期前受金戻入 12,444

10,610

800

6,260

長期前受金戻入

106,475

その他医業外収益 10,610

訪問看護ステーション収益

地域包括支援センター運営負担金等

1,374

17,673

12,444

国民健康保険特別会計補助金

負担金 17,673

議
2
5
-
2
9
　



（単位　千円）

１

１

１

医師給与（８人分）

看護師給与（41人分）

医療技術員給与（20人分）

事務員給与（８人分）

扶養手当及び宿日直手当等

扶養手当及び時間外勤務手当等

扶養手当及び時間外勤務手当等

扶養手当及び時間外勤務手当等

会計年度任用職員期末勤勉手当

会計年度任用職員報酬等

職員共済組合負担金等

賞与のための引当（４月相当分）

２ 医薬品購入費

衛生材料費等

給食材料費等

医療機器消耗備品費

３ 県互助会負担金

非常勤医師交通費等

医師給

看護師給

医療技術員給

事務員給

医師手当等

看護師手当等

医療技術員手当等

事務員手当

材料費

経費

35,186

167,828

15,040

1,523,272

目

事業費

款 項

医業費用 1,452,340

31,590

給与費 889,130

42,976

84,105

診療材料費

3,938給食材料費

厚生福利費

旅費交通費 8,546

報酬 136,126

42,793

医療消耗備品費 66

252,805

83,913

75,690

給料 289,578

147,908

67,580

節
説明

244,631 115

賞与引当金繰入額

薬品費 24,777

法定福利費

55,324

会計年度任用職員手当

区分

42,500

支 出

手当等

予定額
金額

議
2
5
-
3
0
　



職員被服費

消耗品費

消耗備品費

電気・ガス・水道料等

公用車燃料費等

検査用紙等印刷費

病院施設設備等修理費

建物損害保険料等

電算機器賃借料等

電話代等

給食業務委託料等

医師派遣医局交際費

医師会会費等

医師会レセプト手数料等

４ 建物減価償却費

建物附属設備減価償却費

構築物減価償却費

器械備品減価償却費

車両運搬具減価償却費

リース資産減価償却費

５ 薬品廃棄等

医療器械等除却費

６ 専門誌購入費

研修交通費等

研修会参加費等

減価償却費

資産減耗費

建物附属設備減価償却費 43

6,385

未収金に係る引当

諸会費 4,613

25,419

交際費 50

委託料 135,558

通信運搬費 5,658

賃借料 34,710

保険料 1,966

修繕費 5,791

558

貸倒引当金繰入額

5,654

108

研究研修費

固定資産除却費 783

85,461 図書費 529

37,663

1,485

322

29,962リース資産減価償却費

器械備品減価償却費

旅費 330

154研究雑費

たな卸資産減耗費 702

構築物減価償却費

雑費

27,184光熱水費

231

消耗品費

2,734

印刷製本費

消耗備品費

4,770

職員被服費

燃料費

147,528 建物減価償却費 54,119

車両運搬具減価償却費

議
2
5
-
3
1
　



非常勤医師等謝金

２

１

２ 売店販売品購入費等

消費税精算による雑支出

３ 確定消費税納付代

支払利息及び企業債取扱諸費

その他医業外費用

医業外費用

その他雑損失

消費税及び地方消費税 4,243

58,875

7,814

その他医業外費用 2,238

消費税及び地方消費税 4,243

企業債利息 7,514

300一時借入金利息

100

雑支出 31,103

謝金 84,448

長期前払消費税償却 25,434

70,932

議
2
5
-
3
2
　



（単位　千円）

１

１

１ 企業債借入予定額

２

１

（単位　千円）

１

１

１ 医療機器等購入予定額

病院什器類一式等

２

１ 借入企業債償還金

76,642

企業債償還金 76,642

項 目

企業債償還金

企業債 25,300

25,300企業債

38,549

出資金 38,549

出資金

説明
区分 金額

資本的支出 137,779

款

資本的収入 63,849

項 目 予定額

有形固定資産購入費 61,137

建設改良費 61,137

節

資本的収入及び支出

収 入

説明款

企業債償還金 76,642

医療器械等購入費 28,179

節
予定額

支 出

38,549

25,300

区分 金額

出資金

企業債

リース資産購入費 32,958

議
2
5
-
3
3
　


